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中間とりまとめ（素案）の概要
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39.2％

関心層 44.8％









１．移住・二地域居住等の状況
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移住に関するデータ

地方移住への関心があ
る人の割合がコロナを
経て年々増加している。

特に20歳代の関心層は
全年齢に対して大きい。

また、移住相談をする
人の約7割は40代以下
の子育て世帯を含む若
年層である。

二地域居住等に関するデータ

（出典）認定NPO法人ふるさと回帰支援センター プレスリリース（令和５年２月１６日、令和４年２月２２日）。

二地域居住等をしていな
い者に「今後、居住地や
通勤・通学先以外で、二
地域居住等を行いたいと
思うか」を質問。約3割
が関心層であった。

二地域居住者の世帯年収
は２００万円～８００万
円の層が５割以上を占め
る。

（出典）国土交通省「二地域居住に関するアンケート」（インターネット調査（令和4年8月31日～9月12日）

※本アンケートは、18歳以上の全世代に対して実施しており、全体の回答者は約12万人。

約７割

（出典）内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和５年４月）。
(備考)東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県。



２．移住・二地域居住等の促進に当たっての基本的考え方
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３．課題 住まい（住環境）①
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３．課題 住まい（住環境）②



5新幹線通勤定
期券購入補助金
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※自治体がオーナーから借りてサブリースする住宅のこと



４．課題 なりわい(仕事)の確保・新しい働き方①
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6＜1年を通じた働き方の例＞

定置網漁 定置網漁休み
食品加工業務

企画・申請書類作成



４．課題 なりわい(仕事)の確保・新しい働き方②
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５．課題 コミュニティ（地域づくりへの参加）
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５．課題 コミュニティ（地域づくりへの参加）
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６．課題 横断的事項①
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６．課題 横断的事項②
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NFT購入者の属性分
析による関係人口の

見える化

「リアル県民」と「デジタル県民」が
共創する新しい地域づくりのモデル事業化

ふるさと納税返礼品の開発

人口減少に資する
事業の創出

移住者の増加





※二地域居住に伴う区域外の学校への通学は、文科省「地方移住等に伴う区域外就学制度の活用について（通知）」により区域外就学制度が活用できることがH29年に周知されている。



７．対応の方向性（１）
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７．対応の方向性（２）
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７．対応の方向性（３）
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８．具体的な取組事項①
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８．具体的な取組事項②

住まい（住環境） なりわい(仕事)の確保・新しい働き方 コミュニティ

横断的事項
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９．さらなる課題
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